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１.　四半期財務情報の作成等に係る事項

①会計処理の方法における簡便な方法の採用の ： 有 引当金等の計上基準に一部簡便的な方法を採用して

　有無 おります。

②最近連結会計年度からの会計処理の方法の ： 無

　変更の有無

③連結及び持分法の適用範囲の異動の有無 ： 有 (連結:新規16社、除外２社　持分法:新規６社、除外１社)

２.　平成19年３月期第３四半期財務・業績の概況（平成18年４月１日～平成18年12月31日）

注記：第３四半期財務・業績の概況および添付資料の金額は百万円未満を四捨五入しています。

（１）経営成績（連結）の進捗状況

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

百万円 ％ 円 銭 円 銭

(注） 売上高、営業利益、税引前純利益、四半期（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年同四半期比増減率

（２）財政状態（連結）の変動状況

百万円 百万円 ％ 円 銭

（３）連結キャッシュ・フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

３.　平成19年３月期の連結業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

平成18年10月30日に発表した予想数値を変更しておりません。

百万円 百万円 百万円 円 銭

上記連結業績予想の前提条件およびご利用にあたっての注意事項等につきましては、添付資料の５ページをご参照下さい。

希薄化後１株当たり
四半期（当期）純利益

四半期（当期）純利益 四半期（当期）純利益
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営　 業 　利 　益

　 59.9　 373,810

25

4.6

5.4 110

18年３月期第３四半期
(参考)18年３月期

△ 31,289

△ 34,069　 10,219

　 362,937

18年３月期第３四半期
(参考)18年３月期

投資活動による
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営業活動による
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期　末　残　高
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財務活動による

キャッシュ・フロー
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予想当期純利益予 想 売 上 高 予想税引前純利益

キャッシュ・フロー

　 24,752

　 21,896

 △ 38,320

(参考)18年３月期

19年３月期第３四半期

役職名

氏 名

18年３月期第３四半期

問 合 せ 先 責 任 者

　 626,782

代 表 者 役職名

氏 名 作 田 久 男

上 場 会 社 名

コ ー ド 番 号 上 場 取 引 所

本社所在都道府県

1,548 47

春 田 正 輝

　 520,182

　 442,755

17.5

△ 1.5

　 624,118

売　　上　　高

05

18年３月期第３四半期

19年３月期第３四半期
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151

自己資本比率

151
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　 37,500 162 69通　期 　 740,000 　 65,000
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平成１９年３月期第３四半期　連結業績概要

連　結　業　績　[米 国 会 計 基 準]
第 ３ 四 半 期 通 期 予 想

H19/3第３四半期 H18/3第３四半期 （前年同期比） H19/3期予想 H18/3期 （前期比）

売 上 高 百万円 520,182 442,755 (117.5%) 740,000 626,782 (118.1%)

営 業 利 益 百万円 42,409 44,009 (96.4%) 63,000 62,128 (101.4%)

（率） （％） (8.2%) (9.9%) (△1.7P) (8.5%) (9.9%) (△1.4P)

税 引 前 純 利 益 百万円 49,257 47,059 (104.7%) 65,000 64,352 (101.0%)

（率） （％） (9.5%) (10.6%) (△1.1P) (8.8%) (10.3%) (△1.5P)

四 半 期 ( 当 期 ) 純 利 益 百万円 27,372 26,161 (104.6%) 37,500 35,763 (104.9%)

基 本 的 １ 株 当 た り
四 半 期 ( 当 期 ) 純 利 益

円  銭 　117円72銭   110円25銭   ＋7円47銭  162円69銭   151円14銭  ＋11円55銭

希 薄 化 後 １ 株 当 た り
四 半 期 ( 当 期 ) 純 利 益

円  銭 　117円65銭   110円21銭   ＋7円44銭   151円05銭

自 己 資 本
当 期 純 利 益 率

（％） 10.1% 10.7% (△0.6P)

総 資 産 百万円 624,118 557,072 (112.0%) 589,061

純 資 産 百万円 373,810 362,894 (103.0%) 362,937

( 自 己 資 本 比 率 ) （％） (59.9%) (65.1%) (△5.2P) (61.6%)

１ 株 当 た り 純 資 産 円  銭  1,621円75銭 1,548円47銭  ＋73円28銭 1,548円07銭

営 業 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

百万円 10,219 24,752 (△14,533) 51,699

投 資 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

百万円 △34,069 △31,289 (△2,780) △43,020

財 務 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

百万円 21,896 △26,296 (＋48,192) △38,320

現 金 及 び 現 金 同 等 物
四 半 期 末 ( 期 末 ) 残 高

百万円 51,011 49,699 (＋1,312) 52,285

(注)１．四半期業績数値については、監査法人によるレビューを受けておりません。

　　２．連結子会社数は158社、持分法適用関連会社数は22社です。

　　３．平成18年３月期第３四半期および平成18年３月期には、厚生年金基金の代行部分返上益 11,915百万円を含みます。

　　４．平成19年３月期第３四半期および平成19年３月期予想には、退職給付信託設定益10,141百万円および当社東京本社土地・建物売却損

　　　　5,915百万円を含みます。

－2－
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１．経営成績および財政状況 

○全般的概況 

当第３四半期（平成18年４月～12月）の経済情勢を概観しますと、わが国経済は好調な企業業績を

背景とした設備投資の拡大が続き、雇用・所得環境の改善に伴い個人消費も底堅く展開するなど景気

拡大が進みました。一方、世界経済は原油価格の反落や銅・銀などの原材料価格の高止まりなど景気

の先行きについては不透明な状況が続きました。このような状況のもと、米国経済は景気の減速懸念

があるものの、堅調な設備投資を背景に底堅く推移しました。また欧州経済は景気回復が確実なもの

となり、さらにアジア経済も景気の拡大基調が続きました。 

当社グループの関連市場では、底堅い企業の設備投資需要に支えられ当社グループの主力であるＦ

Ａ用制御機器が好調を維持しました。また電子部品業界の回復に伴いＩＴ・デジタル関連製品向け業

務・民生用機器も堅調に推移しました。 

このような環境のなか、当社グループの当第３四半期における売上高は為替の円安効果と買収効果

を受け、5,201億82百万円（前年同期比17.5％増）となりました。当第３四半期の利益につきまして

は、売上高の増加や販管費の効率運用などの結果、営業利益は424億９百万円（前年同期比3.6％減）

となりました。なお、前年同期に計上した厚生年金基金の代行部分返上益119億15百万円を除いて計

算した営業利益の前年同期比は、32.1％増となりました。また、税引前純利益は退職給付信託設定益

101億41百万円および東京本社（東京都港区）の土地建物売却損59億15百万円の計上などにより492億

57百万円（前年同期比4.7％増）、四半期純利益は273億72百万円（前年同期比4.6％増）となりまし

た。 

 

○セグメント別の状況 

インダストリアルオートメーションビジネス 

国内においては、既存設備の機能高度化を目的とした品質や安全性の向上に対する投資が堅調で、

成長戦略事業と位置付けるセーフティ事業やアプリケーション事業などが着実に売上を伸ばしまし

た。また、液晶・半導体関連およびデジタル家電関連の設備投資も引き続き堅調に推移した結果、主

力であるＦＡ用制御機器の売上高も前年同期を上回る水準で推移しました。海外においては、北米、

欧州ともに売上が堅調に推移し、高い成長を見込む中国においても、営業力および生産力の増強なら

びに新製品の投入などを積極的に行い好調に推移しました。 

以上より、当セグメント合計の当第３四半期における売上高は、2,222億59百万円（前年同期比

11.7％増）となりました。 

 

エレクトロニクスコンポーネンツビジネス 

国内においては、半導体や設備機器関連業界が好調に推移するとともに、電子部品業界も拡大基調

を継続しました。このような環境のもと当セグメントの売上高は全般的に堅調に推移しました。また、

11月には日本発条株式会社様から光通信事業を譲受し当事業の強化を行い、12月には半導体関連事業

の基盤強化を図るため、セイコーエプソン株式会社様より半導体の製造工場を譲受する基本契約を締

結しました。海外においては、中国での業務・民生用部品の順調な拡大を背景に売上高が拡大すると

ともに、米国、欧州、東南アジアでも主力製品であるリレー商品を中心に堅調に推移しました。 
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以上に加え、８月より連結子会社となったオムロン プレシジョンテクノロジー株式会社（旧パイ

オニア精密株式会社）の小型バックライト事業の売上高も寄与し、当セグメント合計の当第３四半期

における売上高は、1,012億13百万円（前年同期比40.5％増）となりました。 

 

オートモーティブエレクトロニックコンポーネンツビジネス 

世界全体の自動車生産台数は総じて安定的に推移するとともに、自動車の安全、環境に対するカー

エレクトロニクスへのニーズを背景として当社製品の新車への採用も進み、当セグメントの売上高は

好調に推移しました。エリア別では、国内が前年同期水準程度となったものの、海外においては好調

に推移し、特に北米では無線コントロール機器やパワーウインドウスイッチなどの新商品が立ち上が

り大幅な伸びとなりました。 

以上より、当セグメント合計の当第３四半期の売上高は、672億88百万円（前年同期比21.1％増）

となりました。 

 

ソーシアルシステムズビジネス 

駅務関連事業においては、主として関東地区における鉄道事業者間でのＩＣカード相互利用にとも

なう機器の改造や更新などの需要好調を受け、売上高は前年同期比で大幅に増加しました。また交通

ソリューション事業においても、走行車両重量計測システムなどの需要好調を受け、売上高は前年同

期比で大幅に増加しました。 

以上より、当セグメント合計の当第３四半期の売上高は、606億41百万円（前年同期比16.1％増）

となりました。 

 

ヘルスケアビジネス 

国内においては、メタボリックシンドローム（糖尿病、高血圧、高脂血症、肥満症といった生活習

慣病を引き起こしやすい危険因子を複数抱えている状態）の認知度が拡大しつつあり、歩数計、体組

成計の販売が好調に推移しました。海外においては、米国では主力の血圧計の売上が低調であったも

のの、ロシア、東欧、中国、オーストラリアなどで血圧計事業が成長し、全体としては堅調に推移し

ました。 

以上より、当セグメント合計の当第３四半期の売上高は、482億93百万円（前年同期比7.6％増）と

なりました。 

 

その他 

その他のセグメントは、主として事業開発本部が新規事業の探索育成と社内カンパニーに属さない

事業の育成・強化を担当する領域です。 

既存事業では、エンタテインメント事業で主力のプリントシール機が好調に推移し、さらに同機に

連動するモバイルサイトも会員数を順調に伸ばし着実に拡大を続けました。コンピュータ周辺機器事

業は無停電電源装置などの商品が好調に売上を伸ばしました。成長事業では、ＲＦＩＤ（レイディオ・

フリークエンシー・アイデンティフィケーション）機器や絶縁監視機器が好調に推移しました。 

以上より、当セグメント合計の当第３四半期の売上高は、204億88百万円（前年同期比7.5%増）と

なりました。 
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○財政状況 

当第３四半期末の総資産は主にたな卸資産や短期債務の増加などにより、前期末に比べ350億57百

万円増加して、6,241億18百万円となりました。また、純資産は四半期純利益273億72百万円による増

加の一方で、自己株式が106億66百万円増加（純資産の減少）したことなどにより、前期末に比べ108

億73百万円増加し、3,738億10百万円となりました。この結果、自己資本比率は前期末の61.6％から

59.9％になりました。 

当第３四半期のキャッシュ・フローの状況については、営業活動によるキャッシュ・フローは、四

半期純利益が273億72百万円となったものの、退職給付信託設定益の計上やたな卸資産の増加などに

より、102億19百万円の収入（前年同期比145億33百万円の収入減）となりました。投資活動によるキ

ャッシュ・フローは、東京本社の土地建物売却よる収入増がありましたが、事業の買収を行ったこと

などにより、340億69百万円の支出（前年同期比27億80百万円の支出増）となりました。財務活動に

よるキャッシュ・フローは、主に短期債務の増加により、218億96百万円の収入（前年同期に借入金

の返済を行った影響により前年同期比は481億92百万円の収入増）となりました。 

以上より、現金及び現金同等物の当第３四半期末残高は、前期末に比べ12億74百万円減少し、510

億11百万円となりました。 

 

○当期の業績見通し 

第４四半期の経済環境の見通しは、原材料価格の高止まりや米国経済の減速、為替変動など依然と

して景気の先行きについて不透明な要素は残るものの、底堅い個人消費や堅調な企業の設備投資が期

待できることから、緩やかな成長が持続するものと想定されます。 

当社グループの関連市場では、ＦＡ用制御機器については企業の設備投資を背景に市場が緩やかに

拡大し、またＩＴ・デジタル関連製品向け業務・民生用機器も回復基調が続くものと想定されます。  

通期の業績見通しにつきましては、引き続き年度方針である「増益基調での成長加速」に努めるこ

とにより、前回発表（平成18年10月30日発表）の予想通り推移する見込みです。なお、第４四半期の

為替レートにつきましては、１米ドル115円、１ユーロ150円を前提としております。 

 

 

 

業績予想などは、当社が現時点で入手可能な情報と、合理的であると判断する一定の前提に基づいて

おり、実際の業績等はさまざまな要因により、これら見通しとは大きく異なることがありえます。実

際の業績等に影響を与えうる重要な要因には、（ⅰ）当社の事業領域を取り巻く日本および海外の経

済情勢、（ⅱ）当社製品・サービスに対する需要動向、（ⅲ）新技術開発・新商品開発における当社グ

ループの能力、（ⅳ）資金調達環境の大幅な変動、（ⅴ）他社との提携・協力関係、（ⅵ）為替・株式

市場の動向などがあります。なお、業績に影響を与える要因はこれらに限定されるものではありませ

ん。 
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２．四半期連結財務諸表等

比較連結損益計算書（厚生年金基金代行返上益一括独立表示 ※）    　　　　　　　                          　　　　　　　　

（単位：百万円）

期　　別 19年３月期第３四半期 18年３月期第３四半期※

自平成18年４月１日 自平成17年４月１日

至平成18年12月31日 至平成17年12月31日

  科　　目 金      額 百分比 金      額 百分比

％ ％

　 520,182 100.0 　 442,755 100.0 77,427

　 318,282 61.2 　 263,307 59.5 54,975

売 上 総 利 益 　 201,900 38.8 　 179,448 40.5 22,452

　 122,562 23.5 　 111,018 25.1 11,544

　 36,929 7.1 　 36,336 8.2 593

　 - - △ 11,915 △ 2.7 11,915

営 業 利 益 　 42,409 8.2 　 44,009 9.9 △ 1,600

　 815 0.2 　 901 0.2 △ 86

△  7,663 △ 1.5 △ 3,951 △ 0.9 △ 3,712

税 引 前 純 利 益 　 49,257 9.5 　 47,059 10.6 2,198

　 20,093 3.9 　 19,665 4.4 428

　 101 0.0 　 32 0.0 69

　 1,691 0.3 　 - - 1,691

会 計 方 針 変 更 に よ る
累積影響額調整前純利益

　 27,372 5.3 　 27,362 6.2 10

　 - - 　 1,201 0.3 △ 1,201

四 半 期 純 利 益 　 27,372 5.3 　 26,161 5.9 1,211

（注）※ １．18年３月期第３四半期の厚生年金基金の代行返上に伴い認識した損益（債務返還差額を除く）は、米国会計

基準に従い売上原価、販売費及び一般管理費および試験研究開発費に含めて表示されますが、当年度との比

較を容易にするために、上表は当該損益を債務返還差額とともに「厚生年金基金代行返上益」として一括し

て独立表示しております。なお、米国会計基準に従い当該損益（債務返還差額を除く）を売上原価、販売費

及び一般管理費および試験研究開発費に含め、債務返還差額を独立表示すると次ページのとおりとなります。

２．18年３月期第３四半期より年金会計における予測給付債務および年金資産の測定日を変更しました。

この変更に伴い、会計方針変更による累積影響額（税効果考慮後）として1,201百万円を計上しました。

３．19年３月期第３四半期のその他費用(△収益）には、退職給付信託設定益△10,141百万円および当社東京本

社土地・建物売却損5,915百万円を含みます。

４．四半期純利益にその他の包括利益を加えた包括利益は、以下のとおりです。

19年３月期第３四半期 24,918百万円 18年３月期第３四半期　69,718百万円

なお、その他の包括利益には、為替換算調整額、最小退職年金債務調整額、売却可能有価証券未実現損益、

デリバティブ純損益の増減額が含まれます。

５．表示方法の変更

従来、その他費用（△収益）に含めていた持分法投資損失について、19年３月期第３四半期より少数株主
損益の直後に表示しています。
なお、18年３月期第３四半期のその他費用（△収益）に含まれる持分法投資損失は363百万円です。

増 減 金 額

為 替 差 損 － 純 額 －

その他費用（△収益)－純額－

法 人 税 等

売 上 高

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

試 験 研 究 開 発 費

厚 生 年 金 基 金 代 行 返 上 益

会計方針変更による累積影響額
（ 税 効 果 考 慮 後 ）

持 分 法 投 資 損 失

少 数 株 主 損 益
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（添付資料）

比  較  連  結  損  益  計　算  書                                   

（単位：百万円）

期　　別 19年３月期第３四半期 18年３月期第３四半期

自平成18年４月１日 自平成17年４月１日

至平成18年12月31日 至平成17年12月31日

  科　　目 金      額 百分比 金      額 百分比

％ ％

　 520,182 100.0 　 442,755 100.0 77,427

　 318,282 61.2 　 279,282 63.1 39,000

売 上 総 利 益 　 201,900 38.8 　 163,473 36.9 38,427

　 122,562 23.5 　 119,653 27.0 2,909

　 36,929 7.1 　 41,150 9.3 △ 4,221

　 - - △ 41,339 △ 9.3 41,339

営 業 利 益 　 42,409 8.2 　 44,009 9.9 △ 1,600

　 815 0.2 　 901 0.2 △ 86

△ 7,663 △ 1.5 △ 3,951 △ 0.9 △ 3,712

税 引 前 純 利 益 　 49,257 9.5 　 47,059 10.6 2,198

　 20,093 3.9 　 19,665 4.4 428

　 101 0.0 　 32 0.0 69

　 1,691 0.3 　 - - 1,691

会 計 方 針 変 更 に よ る
累積影響額調整前純利益

　 27,372 5.3 　 27,362 6.2 10

　 - - 　 1,201 0.3 △ 1,201

四 半 期 純 利 益 　 27,372 5.3 　 26,161 5.9 1,211

（注）１． 18年３月期第３四半期の厚生年金基金の代行返上に伴い認識した損益（債務返還差額を除く）は、米国会計

基準に従い売上原価、販売費及び一般管理費および試験研究開発費に含めています。代行部分の累積給付債

務と関連する年金資産との差額41,339百万円を厚生年金基金代行返上に伴う債務返還差額として計上しまし

た。さらに代行部分に対応する将来昇給分である予測給付債務と累積給付債務の差額8,870百万円を純期間

年金費用の戻しとして、また未認識保険数理差異残高の代行部分相当額の一括償却38,294百万円を清算損失

として認識し、将来昇給分の戻しと清算損失の合計額29,424百万円のうち、15,975百万円を売上原価に、

8,635百万円を販売費及び一般管理費に、4,814百万円を試験研究開発費に計上しました。

２． 18年３月期第３四半期より年金会計における予測給付債務および年金資産の測定日を変更しました。

この変更に伴い、会計方針変更による累積影響額（税効果考慮後）として1,201百万円を計上しました。

３． 19年３月期第３四半期のその他費用(△収益）には、退職給付信託設定益△10,141百万円および当社東京本

社土地・建物売却損5,915百万円を含みます。

４． 四半期純利益にその他の包括利益を加えた包括利益は、以下のとおりです。

19年３月期第３四半期 24,918百万円 18年３月期第３四半期　69,718百万円

なお、その他の包括利益には、為替換算調整額、最小退職年金債務調整額、売却可能有価証券未実現損益、

デリバティブ純損益の増減額が含まれます。

５． 表示方法の変更
従来、その他費用（△収益）に含めていた持分法投資損失について、19年３月期第３四半期より少数株主
損益の直後に表示しています。
なお、18年３月期第３四半期のその他費用（△収益）に含まれる持分法投資損失は363百万円です。

増 減 金 額

為 替 差 損 － 純 額 －

その他費用（△収益)－純額－

法 人 税 等

売 上 高

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

試 験 研 究 開 発 費

厚 生 年 金基 金代 行返 上に 伴う
債 務 返 還 差 額

会計方針変更による累積影響額
（ 税 効 果 考 慮 後 ）

持 分 法 投 資 損 失

少 数 株 主 損 益
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（添付資料）

比  較  連  結  貸  借  対  照  表                                    
（単位：百万円）

期　　別 19年３月期第３四半期 18年３月期第３四半期 18年３月期 増 減 金 額

(平成18年12月31日現在) (平成17年12月31日現在) (平成18年３月31日現在) (19年３月期第３四半期

科　　目 金    額 金    額 金    額     － 18年３月期)

％ ％ ％

（  資 産 の 部  ）

　 338,454 54.2 　 268,068 　 48.1 　 292,313 　 49.6 46,141

現 金 及 び 現 金 同 等 物 　 51,011 　 49,699 　 　 52,285 △ 1,274

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 　 147,515 　 112,767 　 　 136,348 11,167

た な 卸 資 産 　 108,533 　 81,791 　 　 74,958 33,575

そ の 他 の 流 動 資 産 　 31,395 　 23,811 　 　 28,722 2,673

　 157,627 25.3 　 163,126 　 29.3 　 167,617 　 28.5 △ 9,990

　 128,037 20.5 　 125,878 　 22.6 　 129,131 　 21.9 △ 1,094

関 連 会 社 に 対 す る
投 資 及 び 貸 付 金

　 15,846 　 16,955 　 　 16,135 △ 289

投 資 有 価 証 券 　 45,779 　 60,292 　 　 62,477 △ 16,698

そ の 他 の 資 産 　 66,412 　 48,631 　 　 50,519 15,893

資  産  合  計 624,118 100.0 557,072 100.0 589,061 100.0 35,057

　

％ ％ ％

（  負 債 の 部  ）

　 194,020 31.1 　 133,024 　 23.9 　 155,660 　 26.4 38,360

短期債務及び一年以内に
返 済 予 定 の 長 期 債 務

　 46,583 　 14,917 　 2,764 43,819

支 払 手 形 及 び
買 掛 金 ・ 未 払 金

　 97,672 　 69,297 　 85,224 12,448

そ の 他 の 流 動 負 債 　 49,765 　 48,810 　 67,672 △ 17,907

　 471 0.1 　 1,322 　 0.2 　 1,049 　 0.2 △ 578

　 54,516 8.7 　 58,375 　 10.5 　 68,290 　 11.6 △ 13,774

　 1,301 0.2 　 1,457 　 0.3 　 1,125 　 0.2 176

負 債 の 部 合 計 　 250,308 40.1 　 194,178 　 34.9 　 226,124 　 38.4 24,184

　 　 　

（  資 本 の 部  ） 　 　 　

　 64,100 10.3 　 64,100 　 11.5 　 64,100 　 10.9 －

　 98,804 15.8 　 98,724 　 17.7 　 98,724 　 16.7 80

　 8,281 1.3 　 7,917 　 1.4 　 8,082 　 1.4 199

　 251,505 40.3 　 222,586 　 40.0 　 227,791 　 38.7 23,714

△ 5,425 △ 0.8 　 2,548 　 0.4 △ 2,971 △ 0.5 △ 2,454

△ 43,455 △ 7.0 △ 32,981 △ 5.9 △ 32,789 △ 5.6 △ 10,666

資 本 の 部 合 計 　 373,810 59.9 　 362,894 　 65.1 　 362,937 61.6 10,873

負 債 ・ 資 本 合 計 624,118 100.0 557,072 100.0 589,061 100.0 35,057

構成比 構成比

流 動 負 債

投 資 そ の 他 の 資 産

有 形 固 定 資 産

流 動 資 産

その他の包括利益累計額

自 己 株 式

少 数 株 主 持 分

構成比

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 の 剰 余 金

そ の 他 の 固 定 負 債

長 期 債 務
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（添付資料）

比較連結キャッシュ・フロー計算書                                

（単位：百万円）

期　　別 19年３月期第３四半期 18年３月期第３四半期  

自平成18年４月１日 自平成17年４月１日 増減金額

科　　目 至平成18年12月31日 至平成17年12月31日

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

1. 　 27,372 　 26,161 1,211

2.

(1) 減 価 償 却 費 　 24,331 　 22,858

(2) 投資有価証券及びその他の資産の減損 　 110 　 692

(3) 退 職 給 付 信 託 設 定 益 △ 10,141 　 -

(4) 受 取 手 形 及 び 売 掛 金 の 減 少 　 5,989 13,489

(5) た な 卸 資 産 の 増 加 △ 28,584 △ 9,500

(6) 支払手形及び買掛金･未払金の減少 △ 472 △ 7,443

(7) 会 計 方 針 変 更 に よ る 累 積 影 響 額 　 - 　 1,201

(8) そ の 他 （ 純 額 ） △ 8,386 △ 17,153 △ 22,706 △ 1,409 △ 15,744

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 10,219 　 24,752 △ 14,533

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

1. △ 29,087 △ 29,504 417

2. △ 18,582 △ 8,988 △ 9,594

3. 　 13,600 　 7,203 6,397

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 34,069 △ 31,289 △ 2,780

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

1. 　 40,239 △ 10,301 50,540

2. △ 7,688 △ 6,218 △ 1,470

3. △ 11,183 △ 10,052 △ 1,131

4. 　 3 　 2 1

5. 　 525 　 273 252

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 21,896 △ 26,296 48,192

　 　

Ⅳ 換 算 レ ー ト 変 動 の 影 響 　 680 　 1,913 △ 1,233

△ 1,274 △ 30,920 29,646

　 52,285 　 80,619 △ 28,334

　 51,011 　 49,699 1,312

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額

期 首 現 金 及 び 現 金 同 等 物 残 高

四半期末現金及び現金同等物残高

そ の 他（純額）

自 己 株 式 の 取 得

有 利 子 負 債 の 増 加（△減少）

支 払 配 当 金

自 己 株 式 の 売 却

ス ト ッ ク オ プ シ ョ ン の 行 使

事 業 の 売 却 及 び 買 収（純額）

四 半 期 純 利 益

営業活動によるキャッシュ・フローと

四 半 期 純 利 益 の 調 整

資 本 的 支 出
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（添付資料）

３．セ グ メ ン ト 情 報                          　 

１.　事業の種類別セグメント情報

19年３月期第３四半期（自平成18年４月１日　至平成18年12月31日） （単位：百万円）

ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｱﾙ
ｵ ｰ ﾄ ﾒ ｰ ｼ ｮ ﾝ
ﾋﾞ ｼﾞ ﾈ ｽ

ｴ ﾚ ｸ ﾄ ﾛ ﾆ ｸ ｽ
ｺ ﾝ ﾎ ﾟ ｰ ﾈ ﾝ ﾂ
ﾋﾞ ｼﾞ ﾈ ｽ

ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞ
ｴ ﾚ ｸ ﾄ ﾛ ﾆ ｯ ｸ
ｺ ﾝ ﾎ ﾟ ｰ ﾈ ﾝ ﾂ
ﾋﾞ ｼﾞ ﾈ ｽ

ｿ ｰ ｼ ｱ ﾙ
ｼ ｽ ﾃ ﾑ ｽ ﾞ
ﾋﾞ ｼﾞ ﾈ ｽ

ﾍ ﾙ ｽ ｹ ｱ
ﾋﾞ ｼﾞ ﾈ ｽ

そ の 他 計
消 去 又 は
全 社

連 結

　売上高および営業損益

(1)外部顧客に対する売上高 222,259 101,213 67,288 60,641 48,293 20,488 520,182 －　 520,182

(2)セグメント間の内部売上高 6,229 16,566 1,638 6,352 142 31,978 62,905 △ 62,905 －　

計 228,488 117,779 68,926 66,993 48,435 52,466 583,087 △ 62,905 520,182

営 業 費 用 193,272 107,913 70,326 64,609 42,486 50,334 528,940 △ 51,167 477,773

営 業 利 益 35,216 9,866 △ 1,400 2,384 5,949 2,132 54,147 △ 11,738 42,409

18年３月期第３四半期（自平成17年４月１日　至平成17年12月31日） （単位：百万円）

ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｱﾙ
ｵ ｰ ﾄ ﾒ ｰ ｼ ｮ ﾝ
ﾋﾞ ｼﾞ ﾈ ｽ

ｴ ﾚ ｸ ﾄ ﾛ ﾆ ｸ ｽ
ｺ ﾝ ﾎ ﾟ ｰ ﾈ ﾝ ﾂ
ﾋﾞ ｼﾞ ﾈ ｽ

ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞ
ｴ ﾚ ｸ ﾄ ﾛ ﾆ ｯ ｸ
ｺ ﾝ ﾎ ﾟ ｰ ﾈ ﾝ ﾂ
ﾋﾞ ｼﾞ ﾈ ｽ

ｿ ｰ ｼ ｱ ﾙ
ｼ ｽ ﾃ ﾑ ｽ ﾞ
ﾋﾞ ｼﾞ ﾈ ｽ

ﾍ ﾙ ｽ ｹ ｱ
ﾋﾞ ｼﾞ ﾈ ｽ

そ の 他 計
消 去 又 は
全 社

連 結

　売上高および営業損益

(1)外部顧客に対する売上高 198,984 72,017 55,583 52,241 44,864 19,066 442,755 －　 442,755

(2)セグメント間の内部売上高 6,138 16,198 2,114 6,394 129 26,633 57,606 △ 57,606 －　

計 205,122 88,215 57,697 58,635 44,993 45,699 500,361 △ 57,606 442,755

営 業 費 用 173,927 79,827 58,833 61,233 38,558 44,229 456,607 △ 45,946 410,661

営 業 利 益 31,195 8,388 △ 1,136 △ 2,598 6,435 1,470 43,754 △ 11,660 32,094

(注)１．｢ソーシアルシステムズビジネス｣には、ソーシアルシステムズ・ソリューション＆サービス・ビジネスカンパニーなどが含まれます。

　  ２．｢その他」には、事業開発本部およびその他の部門が含まれます。

　　３．当セグメント情報は連結財務諸表規則に基づいて作成しているため、「営業費用」には、厚生年金基金の代行部分返上に伴う全ての

　　　　損益を含めていません。

２.  所在地別セグメント情報 

19年３月期第３四半期（自平成18年４月１日　至平成18年12月31日） （単位：百万円）

国 内 北 米 欧 州 中 華 圏 東南ｱｼﾞｱ他 計
消 去 又 は
全 社

連 結

　売上高および営業損益

(1)外部顧客に対する売上高 287,700 70,706 83,646 48,880 29,250 520,182 －  520,182

(2)セグメント間の内部売上高 88,748 869 918 28,392 7,508 126,435 △ 126,435 －  

計 376,448 71,575 84,564 77,272 36,758 646,617 △ 126,435 520,182

営 業 費 用 332,191 71,604 77,356 77,038 33,803 591,992 △ 114,219 477,773

営 業 利 益 44,257 △ 29 7,208 234 2,955 54,625 △  12,216 42,409

18年３月期第３四半期（自平成17年４月１日　至平成17年12月31日） （単位：百万円）

国 内 北 米 欧 州 中 華 圏 東南ｱｼﾞｱ他 計
消 去 又 は
全 社

連 結

　売上高および営業損益

(1)外部顧客に対する売上高 258,674 56,543 71,146 30,655 25,737 442,755 －  442,755

(2)セグメント間の内部売上高 66,061 238 754 22,191 6,037 95,281 △ 95,281 －  

計 324,735 56,781 71,900 52,846 31,774 538,036 △ 95,281 442,755

営 業 費 用 290,776 56,290 66,552 52,118 29,226 494,962 △ 84,301 410,661

営 業 利 益 33,959 491 5,348 728 2,548 43,074 △ 10,980 32,094

（注）当セグメント情報は連結財務諸表規則に基づいて作成しているため、「営業費用」には、厚生年金基金の代行部分返上に伴う全ての

 損益を含めていません。
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（添付資料）

４．販  売  の  状  況                           

比較連結セグメント別売上高明細表

（単位：百万円）

期　　別

至平成18年12月31日 至平成17年12月31日

  セグメント別 金      額 構成比 金      額 構成比

％ ％ ％

ｲ ﾝ ﾀ ﾞ ｽ ﾄ ﾘ ｱ ﾙ ｵ ｰ ﾄ ﾒ ｰ ｼ ｮ ﾝ ﾋ ﾞ ｼ ﾞ ﾈ ｽ 222,259 42.7 198,984 44.9 111.7

ｴ ﾚ ｸ ﾄ ﾛ ﾆ ｸ ｽ ｺ ﾝ ﾎ ﾟ ｰ ﾈ ﾝ ﾂ ﾋ ﾞ ｼ ﾞ ﾈ ｽ 101,213 19.5 72,017 16.3 140.5

ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞｴﾚｸﾄﾛﾆｯｸｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾂﾋﾞｼﾞﾈｽ 67,288 12.9 55,583 12.6 121.1

ｿ ｰ ｼ ｱ ﾙ ｼ ｽ ﾃ ﾑ ｽﾞ ﾋﾞ ｼﾞ ﾈ ｽ 60,641 11.7 52,241 11.8 116.1

ﾍ ﾙ ｽ ｹ ｱ ﾋ ﾞ ｼ ﾞ ﾈ ｽ 48,293 9.3 44,864 10.1 107.6

そ の 他 20,488 3.9 19,066 4.3 107.5

合　      　計　 520,182 100.0 442,755 100.0 117.5

（注） １.「ソーシアルシステムズビジネス」には、ソーシアルシステムズ・ソリューション＆サービス・ビジネスカンパニーなどが含まれます。

　 　　２.「その他」には、事業開発本部およびその他の部門が含まれます。

前年同期比

19年３月期第３四半期 18年３月期第３四半期

自平成18年４月１日 自平成17年４月１日
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